
認知症初期集中支援チームの事業概要

対象者の把握
依頼

初期集中支援の終了

初期集中支援

概ね６か月を目安に
、本人や家族への訪
問支援、関係機関と
の連携などを行う

初回訪問

・医療職と福祉職の
チーム員２名が本人
や家族を訪問

・初回訪問後、把握
した情報をもとにチ
ーム員会議で今後の
支援を検討

認知症初期集中支援チーム

情報収集・初回訪問

・地域包括支援センター担当者とチーム員で訪

チーム員会議（初回訪問後）

・支援方針、支援内容の検討

初期集中支援の実施

・認知症に関する正しい知識の情報提供

・医療機関への受診勧奨、鑑別診断への誘導

・状態像に合わせた介護サービス利用の勧奨

・認知症状に応じた対応方法の助言

・生活環境の改善

・対象者および家族の心理的サポート

モニタリング

・支援終了後、2か月以内に実施する

・医療や介護サービス等の必要な支援が継続さ

れているか、新たな問題が発生していないか確

チーム員会議において支援終了を決定する

関係機関等
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・ケアマ
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・

・・等

地域包括支援センター

引継

連
携

連携

引継

草津市認知症初期集中支援事業実施要綱第11条に基づき、医療・保険・福祉に携わる関係者等
から構成される検討委員会を設置する。認知症の早期診断および早期対応に向けた支援体制の
構築に資するため、チームの活動状況や認知症支援における関係機関との連携に関することに
ついて検討を行うものとする。

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けることが
できるよう、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支援チーム」を配置する
とともに、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築することを目的とする。

⇒チームが集中的に介入し、本人や家族に寄り添い、個々に応じた適切なケアや支援につない

医療・介護の専門職で構成される「認知症初期集中支援チーム」が認知症（疑いを含む）の高
齢者や家族を訪問し、認知機能や身体症状、生活状況の確認を行い、チーム員会議でのアセスメ
ント結果に基づき、必要な医療や介護の導入・調整等の支援を行う。

【支援対象者】
４０歳以上で、在宅で生活しており、かつ認知症が疑われる人又は認知症の人で、以下①、②

いずれかに該当する者
①医療サービス、介護サービスを受けていない者、または中断している者で以下のいずれかに
該当する者
（１）認知症疾患の臨床診断を受けていない者
（２）継続的な医療サービスを受けていない者
（３）適切な介護サービスに結びついていない者
（４）介護サービスが中断している者

②医療サービス、介護サービスを受けているが認知症の行動・心理症状が顕著なため、対応に
苦慮している

認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族

地域包括支援センター

相談
連携

支援
相談

地域住民、関係機関、団体等

相談

相談

ケアマネジャー・

介護サービス事業所
医療機関

民生委員・

地域住民

その他

協力機関
助言

検討委員会について

事業目的

事業概要

業務の流れ

モニタリング

関係者への聞き取り
や本人や家族への訪
問で確認

資料２－１

チーム員会議は毎月定例で

開催（必要時臨時開催）
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【Ｈ30年度からの変更点】
・地域包括からチームへ相談がつながるよう、チームへの支援依
頼だけでなく、事例相談ができるようチーム員会議を活用。
・地域包括からの相談件数増加や、チームの稼動増加への対応
として、チーム員を5名から7名に増員。

認知症初期集中支援チーム（事務局：長寿いきがい

課）

・訪問（アセスメント、初期集中支援、モニタリ

ング）

・チーム員会議

医療機関

看護師、作業療法士

社会福祉士、介護福祉士
認知症専門医

相談

依頼
連携
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